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裏面につづく 

下記電話番号にてご予約ください。お気軽にご相談ください。 相談予約方法 

☎ ０５２－６８４－６２９０   予約受付時間９：００ＡＭ～５：３０ＰＭ 

Ｑ 1ヶ月前に購入した車で 

  事故に遭いました。相手 

  方の車の信号無視です。 

  ずいぶん修理費も掛かりました。新車

同然なのに、修理しただけでおしまいと

なるのでしょうか。「格落ち損」という

言葉をきいたことがありますが、自分の

場合、請求はできますか。   

～はじめに～ 

メールアドレス：ikeda-lawpatent@par.odn.ne.jp 

ちょっと相談～ ミニコラム ～ 

以下のセミナーを開催しました。 

３月２２日 介護は相続の寄与分にどう反

映されるか？ 

４月２０日 本年度の税制改正のポイント

をわかりやすく解説！ 

ホームページにはその様子を掲載しています。 

 

今後のセミナーの予定 

５月２３日（火）午後６時～  

当事務所のパートナー弁護士の西脇健人が

講師をつとめます。 

 テーマ：「解雇ができない!?」御社の就業

規則は大丈夫ですか？  

６月２０日（火）午後６時～ 

講師は、建築士 柳澤講次 先生です。 

「賢いリフォームセミナー」 

耐震とデザインの関係、分譲マンションの

リフォームにあたっての注意点等について

のお話をお聞きします。 

 

セミナー案内（申込用紙）は、当事務所の

ホームページに掲載されています。 

ご参加ご希望の方は、当事務所までご連絡

願います。Tel：052－684－6290 

その他、ご希望のセミナーのテーマがございま
したら、ご意見をお寄せ頂けると幸いです。 

Ａ 交通事故によって損傷 

  を受けた自動車は、修理が行われたと

しても、事故歴、修理歴が残ることに

なり、これを仮に売却等しようとした

場合、同条件の車と比較してその価値

は下落するのが通常であり(これを「評

価損」といいます。)、登録から事故ま

での期間、車両が高額な車両かどうか、

走行距離がどの程度か、完全に修理が

できているか等により、修理代金を目

安にして、修理代の１０～５０％程度

（但し、５０％認められるのは例外

的）評価損が認められる例が多いです。 

ご質問の場合も、まだ1ヶ月程度の新

車ですので、こうした評価損は認めら

れるものと思います。 

～ご案内～ 
 当事務所スマホサイトのホームページ
が新しくなりました。ご覧頂けると幸い
です。下記ＱＲコードをご利用下さい。 



 新年度のスタートで、いろいろな法律や

ルールの変更が気になります。特に注意すべ

きことに、２０１７年５月３０日から改正さ

れた個人情報保護法が施行されますので、こ

れへの対応が重要です。 

 技術が進歩し、ものづくりの領域で、また

サービス提供の領域で、データの集積が企業

の競争に欠かせない状況を生じさせています。

多様な消費者について、様々な情報を収集す

れば個々の消費者へのサービスは一層消費者

個々人に合うようにカスタマイズされます。

一方で、個人が自らデータを管理するパーソ

ナル・データ・ストック（ＰＤＳ）という考

え方が生まれつつあるとも言われ、人種、信

条、社会的身分、前科前歴、病歴などのセン

シティブな個人情報（要配慮個人情報）への

関心も高まっています。 

 マイナンバー制度も開始されて、１２桁の

数字のみをもって「個人情報」に該当すると

されたことからも特定個人の識別性の判断基

準を再検討する必要に迫られていたわけです

が、改正法では、「個人識別符号」として整

理されました。 

  

５月施行の要点は 

・取り扱う情報が５０００人 

 以下の小規模事業者も対象となる。 

・個人データを第三者へ提供する際の記録作

成を義務付ける。 

・顔データなどの個人識別番号、要配慮個人

情報を定義して規制する。 

・個人を特定できなくした「匿名加工情報」

は本人の同意なしに利用が可能。 

  

 特に、第三者への提供記録の義務付けは重

要です。名簿業者の個人データ売買への批判

の高まりを受け、透明化するのが狙いであり、

個人データを提供した日付やデータの項目な

どを記録し、一定期間保存しなければなりま

せん。第三者への提供に該当しなければ、確

認したり記録したりする義務はありません。

提供者本人を当事者とする契約などに基づい

て個人データを授受する場合には、その書類

の記録をもって記録に替えることが可能です。 

今回の改正は、ベネッセコーポレーションか

らの大量の個人情報の情報流出事件にみられ

るように流出先が名簿屋で 

あったことから、従前はな 

かなか手付かずのままであ 

ったトレーサビィティー義 

務（上記の第三者提供にかかる記録作成義

務）が明確になったことは重要な点です。  

 では、外国にある第三者への提供について

はどうでしょうか。提供、委託、合併等を問

いませんが、外国にある第三者への提供につ

いても、本人の同意を基本に考えます。 

最近よくあることですが、日本の事業者が国

内向けにサービスを展開するにあたり、外国

にあるサーバーを用いて、これを外国にある

子会社が管理している場合にはどうなるで

しょうか？当該の外国子会社においても適用

される可能性はあるものと考えられますから、

外国のデータ保護法のほか、日本のこの改正

法も適用があるということが規定されていま

す。 

  ５０００人の裾切条項が撤廃され、中小零

細事業者にも同法は適用されます。また、既

に番号法の施行により、マイナンバーの取扱

いに関しても、事業規模に関係なく全事業者

に法律上の義務が課せられていますので、個

人情報の取扱いについては、ご注意を！顧客

からのクレームにも対応にも気を付ける必要

があります。取扱いの不安を感じられたら、

ご相談なさってください。  ＜池田桂子＞ 

－法律コラムより－（事務所ホームページに掲載しました。） 
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改正個人情報保護法施行迫る！ 
   －個人情報の保護に一層の対応を－  

【取扱い業務】企業法務／事業再生支援・整理・借金問題／相続・遺言・贈与・事業承継／高齢者ホームロイヤー・後見／ 
 交通事故／離婚・子どもを巡る問題／知的ライセンス契約・商標・意匠・実用新案・その他知的財産権／労働問題／ 
 不動産取引／出張セミナー／建築紛争／医療事故 


